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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期

第２四半期
累計期間

第22期

会計期間
自 2022年10月１日
至 2023年３月31日

自 2021年10月１日
至 2022年９月30日

売上高 (千円) 1,392,000 2,604,788

経常利益 (千円) 227,650 406,385

四半期（当期）純利益 (千円) 141,174 255,390

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 50,000 50,000

発行済株式総数 (株) 200,000 200,000

純資産額 (千円) 1,046,787 905,613

総資産額 (千円) 3,130,700 2,911,208

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 70.58 127.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 33.4 31.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △13,478 278,107

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △21,666 △27,172

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 63,874 39,411

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高

(千円) 1,649,304 1,620,574

　

回次
第23期

第２四半期会計期間

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 38.25

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株

式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．当社は、第22期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第22期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．当社は2023年４月15日開催の取締役会決議により、2023年５月１日付で普通株式１株につき10株の割合で株

式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当

期）純利益を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、当社は、前第２四半期累計期間について四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との

比較分析は行っておりません。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に関してウィズコロナの新たな段階へ

の移行が進められ、個人消費、企業収益ともに緩やかな持ち直しが見られた一方、世界的な金融引締めが続く中で

の欧米の一部金融機関の破綻等、海外景気の下振れがわが国の景気を下押しするリスクとなり、物価上昇、供給面

での制約、金融資本市場の変動等から依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社の関連業界である賃貸不動産業界においては、利用者のニーズや社会的状況の変化に対応した新しいサービ

スが注目されています。高齢化に伴い、高齢者専用の住宅や介護付き賃貸マンションの需要が拡大しております。

また、労働環境の変化によりテレワークやフレックスタイムを取り入れた事業者が増加し、物件のニーズも変化し

ております。さらに、環境問題に対する意識が高まる中、エコ住宅やグリーン賃貸物件も注目を集めております。

このような事業環境のもと、当社は多様化する顧客ニーズに対応するべく、これまで培ってきたノウハウを活用

し、保証システムの改修強化を図り、サービスの業容拡大を目指してまいりました。

この結果、当第２四半期累計期間の経営成績は、売上高1,392,000千円、営業利益225,518千円、経常利益227,650

千円、四半期純利益141,174千円となりました。

なお、セグメント別の経営成績につきましては次のとおりであります。

（保証事業）

保証事業におきましては、積極的な新規取引先の開拓を継続することにより、新規優良顧客の獲得に努めた

ほか、独自開発の契約管理クラウドシステム「Cloud Insure」のシステム改修を図り、既存クライアントへ新

たなサービスの提案を行うなど、顧客ニーズへの対応強化などの各施策を実施したことにより契約件数が順調

に推移しました。

この結果、本報告セグメントの売上高は1,291,211千円、セグメント利益は334,801千円となりました。

（その他）

その他の区分におきましては、ランドリーサービスについては、店舗の美化向上に向けた業者による清掃、

また、フィットネスサービスについては、新型コロナウイルスの感染防止に留意して、店舗入店時の検温や手

指消毒及び換気をこまめに行うなど衛生管理を徹底してまいりました。

この結果、本報告セグメントの売上高は100,788千円、セグメント利益は19,296千円となりました。

(2) 財政状態の状況

（資産）

総資産の残高は、前事業年度末に比べ219,492千円増加し、3,130,700千円となりました。

流動資産の残高は、前事業年度末に比べ181,300千円増加し、2,710,997千円となりました。これは主に、現金

及び預金が28,729千円増加、未収入金が103,825千円増加、求償債権が122,948千円増加、貸倒引当金が68,937千

円増加したこと等によるものであります。

固定資産の残高は、前事業年度末に比べ38,192千円増加し、419,703千円となりました。これは主に、有形固定

資産が3,789千円減少した一方で、無形固定資産が5,089千円増加、投資その他の資産が36,892千円増加したこと

等によるものであります。
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（負債）

負債合計は、前事業年度末に比べ78,318千円増加し、2,083,912千円となりました。これは主に、流動負債の短

期借入金が67,400千円増加、保証履行引当金が51,228千円増加、前受収益が27,073千円増加した一方で、未払法

人税等が47,496千円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べ141,174千円増加し、1,046,787千円となりました。これは、利益剰余金の

増加によるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ28,729千円

増加し、1,649,304千円となりました。当第２四半期累計期間末における各キャッシュ・フローの状況は次のとおり

であります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の減少は、13,478千円となりました。主な減少要因は、法人税等の支払額170,259千円、求

償債権の122,948千円増加、一方主な増加要因は税引前四半期純利益227,650千円、未収入金の103,825千円減少な

どであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、21,666千円となりました。主な減少要因は、無形固定資産の取得による支出

19,960千円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は、63,874千円となりました。主な増加要因は、短期借入金の純増減による収入

67,400千円であります。

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

(5) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期累計期間において、当社が定めている優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

(7) 研究開発活動

該当事項はありません。

(8) 経営成績に重要な影響を与える要因

該当事項はありません。

(9) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

該当事項はありません。

　



― 5 ―

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000

計 800,000

(注) 2023年４月15日開催の取締役会決議により、2023年５月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株

式総数は7,200,000株増加し、8,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年８月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 200,000 2,000,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
単元株式数は100株であります。

計 200,000 2,000,000 － －

(注) 2023年４月15日開催の取締役会決議により、2023年５月１日付で１株を10株に株式分割いたしました。これによ

り発行済株式数は1,800,000株増加し、2,000,000株となっております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年３月31日 － 200,000 － 50,000 － －

(注) 2023年４月15日開催の取締役会決議により、2023年５月１日付で１株を10株に株式分割いたしました。これによ

り発行済株式数は1,800,000株増加し、2,000,000株となっております。
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(5) 【大株主の状況】

2023年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三好 修 福岡県福岡市早良区 62,000 31.00

三好 京子 福岡県福岡市早良区 35,000 17.50

株式会社Ｍサポート 福岡県福岡市中央区黒門８－２ 30,000 15.00

株式会社サンコー管理 福岡県福岡市中央区黒門８－２ 30,000 15.00

矢野 泉 福岡県福岡市早良区 10,000 5.00

坂本 真也 福岡県福岡市早良区 8,000 4.00

竹村 洋一 福岡県福岡市中央区 8,000 4.00

徳岡 拓郎 福岡県福岡市早良区 8,000 4.00

渡辺 誠 福岡県福岡市南区 6,000 3.00

今野 幸輝 宮城県仙台市青葉区 2,000 1.00

計 ― 199,000 99.50

(注) 当社は2023年５月１日付で１株を10株に株式分割を行っておりますが、上記所有株式数については、当該株式分

割前の所有株式数を記載しております。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 200,000 2,000
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株
式数は100株であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 200,000 － －

総株主の議決権 － 2,000 －

(注) 2023年４月15日開催の取締役会決議により、2023年５月１日付で１株を10株に株式分割いたしました。これに伴

い、提出日現在において完全議決権株式(その他)の株式数は、普通株式2,000,000株、議決権の数は、20,000個、

発行済株式総数の株式数は、2,000,000株、総株主の議決権の数は、20,000個となっております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間(2023年１月１日から2023年３月31日まで)及び第２四半期累計期間(2022

年10月１日から2023年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビュ

ーを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四半

期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年９月30日)

当第２四半期会計期間
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,620,574 1,649,304

　 売掛金 19,041 19,157

未収入金 440,183 544,008

求償債権 704,601 827,550

その他 7,933 2,550

貸倒引当金 △262,636 △331,573

流動資産合計 2,529,697 2,710,997

固定資産

有形固定資産 33,785 29,996

無形固定資産 62,477 67,566

投資その他の資産 285,248 322,140

固定資産合計 381,511 419,703

資産合計 2,911,208 3,130,700
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(単位：千円)

前事業年度
(2022年９月30日)

当第２四半期会計期間
(2023年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※２ 374,100 ※２ 441,500

１年内返済予定の長期借入金 2,514 1,614

　 未払金 23,140 26,732

未払法人税等 169,931 122,434

　 預り金 113,568 80,488

前受収益 995,232 1,022,305

賞与引当金 32,558 35,514

　 保証履行引当金 200,602 251,831

その他 11,901 12,572

流動負債合計 1,923,549 1,994,993

固定負債

長期借入金 8,104 7,672

退職給付引当金 23,662 26,936

役員退職慰労引当金 35,658 41,882

　 その他 14,621 12,428

固定負債合計 82,045 88,919

負債合計 2,005,594 2,083,912

純資産の部

株主資本

資本金 50,000 50,000

資本剰余金 70,228 70,228

利益剰余金 785,384 926,558

株主資本合計 905,613 1,046,787

純資産合計 905,613 1,046,787

負債純資産合計 2,911,208 3,130,700
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

売上高 1,392,000

売上原価 547,058

売上総利益 844,941

販売費及び一般管理費 ※ 619,423

営業利益 225,518

営業外収益

　 受取利息 10

　 受取配当金 1,600

　 償却債権取立益 255

　 受取賃貸料 660

助成金収入 161

　 その他 159

営業外収益合計 2,847

営業外費用

支払利息 541

　 支払手数料 167

その他 6

営業外費用合計 715

経常利益 227,650

税引前四半期純利益 227,650

法人税、住民税及び事業税 122,762

法人税等調整額 △36,286

法人税等合計 86,475

四半期純利益 141,174
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 227,650

減価償却費 19,420

貸倒引当金の増減額(△は減少) 68,937

　受取利息及び受取配当金 △1,610

支払利息 541

　売上債権の増減額(△は増加) △116

未収入金の増減額(△は増加) △103,825

求償債権の増減額(△は増加) △122,948

預り金の増減額(△は減少) △33,080

前受収益の増減額(△は減少) 27,073

賞与引当金の増減額(△は減少) 2,956

保証履行引当金の増減額(△は減少) 51,228

退職給付引当金の増減額(△は減少) 3,273

　役員慰労退職引当金の増減額(△は減少) 6,224

その他 9,984

小計 155,709

利息及び配当金の受取額 1,610

利息の支払額 △538

法人税等の支払額 △170,259

営業活動によるキャッシュ・フロー △13,478

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △187

無形固定資産の取得による支出 △19,960

その他 △1,519

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,666

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額(△は減少) 67,400

長期借入金の返済による支出 △1,332

その他 △2,193

財務活動によるキャッシュ・フロー 63,874

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 28,729

現金及び現金同等物の期首残高 1,620,574

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,649,304
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日 至 2023年３月31日)

（時価の算定に関する会計基準）
※２ 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算
定会計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に
定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用すること
としております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

(四半期貸借対照表関係)

　１ 保証債務

家賃保証等に係る債務保証額は次のとおりであります。

前事業年度
(2022年９月30日)

当第２四半期会計期間
(2023年３月31日)

債務保証額(月額) 7,800,147千円 8,477,968千円

※２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

前事業年度
(2022年９月30日)

当第２四半期会計期間
(2023年３月31日)

当座貸越限度額の総額 800,000 千円 800,000千円

借入実行残高 374,100 〃 441,500 〃

差引額 425,900 千円 358,500千円

(四半期損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

給料及び手当 180,589千円

賞与引当金繰入額 2,956 〃

役員退職慰労引当金繰入額 6,224 〃

退職給付費用 6,045 〃

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額は同額であります。

(株主資本等関係)

当第２四半期会計累計期間(自 2022年10月１日 至 2023年３月31日）

１．配当金支払額

　 該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となる

もの

　 該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

　 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自 2022年10月１日 至 2023年３月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計

保証事業

売上高

　外部顧客との契約から
　生じる収益

109,070 100,788 209,859

　その他の収益 1,182,141 － 1,182,141

外部顧客への売上高 1,291,211 100,788 1,392,000

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － －

計 1,291,211 100,788 1,392,000

セグメント利益 334,801 19,296 354,097

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ランドリーサービス及びフィットネ

スサービスを含んでおります。

２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 334,801

「その他」の区分の利益 19,296

全社費用(注) △128,578

四半期損益計算書の営業利益 225,518

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 70円58銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 141,174

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 141,174

普通株式の期中平均株式数(株) 2,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

－

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．当社は2023年４月15日開催の取締役会決議により、2023年５月１日付で普通株式１株につき10株の割合で株

式分割を行っております。期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定し

ております。

(重要な後発事象)

(株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更)

当社は、2023年４月15日開催の当社取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うこ

とを決議いたしました。

１. 株式分割の目的

株式分割を行い、当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げることにより、流動性向上と投資家層の拡大

を図ることを目的としております。

２. 株式分割の概要

(1) 株式分割の方法

2023年５月１日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、１

株につき10株の割合をもって分割いたします。

(2) 株式分割により増加する株式数

①株式分割前の発行済株式総数 ： 200,000株

②今回の株式分割により増加する株式数 ： 1,800,000株

③株式分割後の発行済株式総数 ： 2,000,000株

④株式分割後の発行可能株式総数 ： 8,000,000株

(3) １株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、当該箇所に記載しております。

(4) その他

今回の株式分割に際し、資本金の額の変更はありません。
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３. 株式分割に伴う定款の一部変更

(1) 定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、2023年５月１日をもって当社定款第６条の発行可能株式総数を変更いたします。

(2) 定款変更の内容

（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更後

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、800,000

株とする。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

8,000,000株とする。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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